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AI ガバナンスに関する企業調査レポート 

AI を事業の力に変える企業へ 

〜AI ガバナンスは「つくる」から「回す」時代に〜 

〜 

 

 
AI の事業実装が企業の競争力を左右する時代となったが、品質問題やセキュリティリスク、法

規制への対応など、ガバナンスの実効性が問われる局面は増す一方である。 

 

単にルールや組織を「つくる」だけでは機能しない。 

事業の力にならなければ意味がない。  

 

AI活用を真の成果へとつなげる企業と、ブレーキに悩む企業とを分ける「差」はどこにあるのか。 

本レポートは「機能する AI ガバナンス」に焦点を当て、アンケートデータから企業の取り組みを

徹底分析。 

ガバナンスを「つくる」から「回す」へと進化させ、AI を事業の力に変えるために必要なファクターを

解き明かす。 
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はじめに 

AI を製品・サービスに組み込み、その価値を事業成長につなげようとする企業が増えている。一方、AI の

活用領域が広がり、事業における重要性が高まるほど、品質、安全性、法規制、説明責任などへの対

応も複雑になる。AI ガバナンスは、リスクを抑えるための仕組みにとどまらず、AI を安心して継続的に事

業へ実装するための基盤として捉える必要がある。 

 

本調査では、自社の製品・サービスへの AI搭載・開発と、そのガバナンスに関与するビジネスパーソンを

対象に、AI の事業実装状況と AI ガバナンスの取り組みを分析した。特に、AI を実証・試行中、または

一部の製品・サービスに導入している企業を「AI事業実装初期層」、複数の製品・サービスに導入してい

る、または AI が主要な価値・機能の中核となっている企業を「AI事業実装本格化層」として比較した。 

 

調査から得られた最大の示唆は、AIの事業実装が進む企業（※）ほど、AI ガバナンスについても成

熟した取り組みを実践している割合が高いことである。その差は、ルールや専門組織の有無だけでなく、

経営の関与、責任と意思決定の明確化、継続的な議論、グループ横断管理、外部基準の実務への反

映、体系的な人材育成といった幅広い領域に表れている。 

 

本レポートでは、調査結果を深掘りするとともに、AI ガバナンスを事業の力に変える「基盤」として機能さ

せるための実践的な取り組みを探る。 

 

※：本レポートでは便宜上「AI事業実装が進む企業」と表現するが、分析単位は企業ではなく回答者である。回答者の詳細はｐ6 で後

述する。 
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エグゼクティブサマリー 

本調査では、AI の事業実装状況が異なる回答者層を比較した。その結果、主に次のポイントが明らか

になった。 

 

1. AIの事業実装が進む企業では、経営がより深く関与している 

 
 

2. 違いは「仕組みをつくったか」だけでなく、「継続的に運用しているか」に表れている

 

最も顕著な違いの一つが、経営トップのコミットメントである。「経営上の重要テーマとして、体

制・予算・人員の確保を含めて主導している」とする割合は、AI の事業実装が初期段階にある

層（初期層）の 10.9％に対し、AI の事業実装が進む層（本格化層）では 41.3％となり、

30.4 ポイントの差がみられた。 

本格化層では、経営トップが方針を示すだけでなく、進捗・課題・リスクを確認し、必要なリソース

を確保するとともに、AI の推進だけでなくリスク管理・ガバナンスにも関与する傾向が強い。AI ガ

バナンスが管理部門だけの取り組みではなく、事業戦略と一体の経営課題として扱われているこ

とがうかがえる。 

 

 
本格化層では、ガバナンスの責任主体や意思決定プロセスも、より明確になっている。「専門組

織・会議体があり、責任・権限・意思決定プロセスまで明確」とする割合は、初期層の 7.8％に

対し、本格化層では 34.6％であった。 

また、経営層を含む会議体で AI の推進、リスク、規制対応を継続的に議論している割合は、

初期層の 9.4％に対し、本格化層では 36.2％となった。本社・親会社が詳細な基準やプロセ

スを定め、各社・各部門の運用状況まで継続的に管理・監督している割合にも、26.7 ポイント

の差がみられた。 

外部基準についても、情報収集のために参照するのみではなく、自社のルール、プロセス、教育、

監査へ継続的に反映する傾向が強い。「AI事業者ガイドライン」では回答者層間に 32.1 ポイ

ント、「ISO/IEC 42001」と「NIST AI RMF 1.0」でも、それぞれ約 28 ポイントの差があった。 

人材育成についても同様である。AI開発者、ガバナンス・リスク管理担当者、経営層・管理職、

関係部門などを対象とした定期的・体系的な教育は、本格化層でおおむね 43～47％となった

が、初期層では 18～23％程度にとどまった。 

これらの結果から、AIの事業実装が進む企業は、組織、会議体、ルールというガバナンスの

「骨格」を整備するだけでなく、それを経営関与、継続的な議論、教育、管理・監督を通じて運

用する段階へ移行していることが分かる。 
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3. 一方、先進企業でもガバナンスは十分に「回り切っていない」 

 

 

4．調査結果が示唆すること：AI ガバナンスを、事業を前に進める基盤に 

 
  

本格化層がすべての領域で十分に成熟しているわけではない。方針とプロジェクト計画・予算が

連動している割合は 28.1％、リスクや懸念事項が管理・監督の場へ速やかに共有されている割

合は 22.5％、遵守状況の確認や是正指示が行われている割合は 20.7％にとどまった。 

 

また、AI機能リリース後のモニタリング、インシデント対応、定期的な見直しまで含めたルールを整

備している割合も 27.1％である。法務・コンプライアンス、リスク管理・内部統制、品質保証・品

質管理といった管理・監督部門の関与や、グループ横断での規制対応についても、なお発展の

余地がある。 

すなわち、会議体やルールが存在していても、それだけでガバナンスが機能するわけではない。

経営方針を事業計画と予算に反映し、実行状況とリスクを把握し、必要な判断・是正を行い、

その結果を次の計画へ反映するマネジメントサイクルまで一貫して回すことが、次の成熟段階と

なる。 

本調査は、特定のガバナンス施策によって AI の事業実装が進んだという因果関係を直接証明

するものではない。AI の事業実装が進んだ結果として、ガバナンス整備の必要性が高まり、取り

組みが強化された可能性もある。 

しかし、AI を事業の中核へ近づけるほど、経営の関与、明確な責任体制、継続的な議論、ライ

フサイクル全体の管理、対象者別の教育が必要になることは、今回の結果から一貫した傾向とし

て確認できる。 

企業に求められるのは、先進企業の制度をそのまま模倣することではない。まず経営方針と責任

体制を明確にし、次にルール、会議体、教育を事業プロセスへ組み込み、さらに実行、監視、

報告、是正、見直しのサイクルを定着させることである。 

AI ガバナンスを「AI活用を止めるための制約」ではなく、「不確実性を管理しながら、AI を安心

して事業の力に変えるための基盤」として構築する。そのためには、AI ガバナンスを「つくる」だけ

で終わらせず、経営と事業の中で継続的に「回す」ことが重要である。 
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第 1章：調査の背景と概要 

1.1 AIの事業実装の拡大とガバナンスの必要性 

AIは、社内業務を効率化するためのツールにとどまらず、顧客に提供する製品・サービスの機能や価値そ

のものを構成する技術となりつつある。AI を組み込んだ製品・サービスの展開により、新たな顧客体験の

創出、サービス品質の向上、業務の高度化などが期待される一方、AI の判断や出力が顧客や社会に

直接影響を及ぼす場面も増えている。 

 

AI には、従来の情報システムとは異なる管理上の難しさがある。学習データや利用環境の変化によって

性能が変動する可能性があるほか、判断根拠の説明が難しい場合もある。また、プライバシー、知的財

産、人権、安全性、差別・バイアスなど、技術部門だけでは判断できない論点を伴う。 

 

さらに、AI をめぐる規制や社会的要請も変化を続けている。企業には、AI を開発・提供する時点だけで

なく、企画、設計、開発、審査、リリース、運用、モニタリング、見直しまで、ライフサイクル全体を通じて適

切に管理するガバナンスが求められる。 

 

本調査では、こうした背景を踏まえ、企業が AI を事業の力に変えるにはどのようなガバナンスの要素が必

要か、AI の事業実装状況が異なる企業群の比較を通じて考察した。 

 

1.2 本調査における「AI ガバナンス」の定義 

本調査では、AI ガバナンスを次のように定義した。 

 

 
 

ここでいう AI ガバナンスには、ルールやガイドラインの整備だけでなく、次のような取り組みを含む。 

 

⚫ 経営方針の明示と資源配分  

⚫ 責任・権限・役割分担を含むガバナンス体制の整備  

⚫ 部門・グループ横断での管理と継続的な意思決定  

⚫ AI ライフサイクル全体を対象としたルール・リスク管理  

⚫ インシデント対応、是正、見直しを含む継続的な運用  

⚫ 人材教育と国内外の規制・外部基準への対応 

 

自社における AI モデル・AI システムの開発、AIを組み込んだ製品・サービスの提供・運用

を、適切に管理・監督するための仕組み 
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したがって、本調査で扱う AI ガバナンスは、管理部門による統制だけを意味するものではない。AI の事

業実装を進める機能と、リスクを管理・監督する機能の双方を含む、全社的なマネジメントの仕組みを対

象としている。 

 

1.3 調査対象、AIの事業実装状況による分類および比較方法 

本調査は、自社の製品・サービスへの AI搭載・開発に取り組み、その企画、開発、品質管理、運用、リ

スク管理等に関与しているビジネスパーソンを対象として実施した。有効回答数は 1,100件である。な

お、本レポートにおける回答数は、企業数ではなく回答件数を示す。 

 

AI の事業実装状況と AI ガバナンスの取り組みの関係を分析するため、顧客に提供する製品・サービス

への AI導入状況を尋ねた設問に基づき、回答を次のように分類した。 

 

分類 回答 回答数 

比較対象外 AI を組み込んだ製品・サービスはない 140 

AI事業実装初期層  AI を組み込んだ製品・サービスを実証・試行している 433 

一部の製品・サービスに AI機能を組み込んでいる 276 

小計 709 

AI事業実装本格化層  複数の製品・サービスに AI機能を組み込んでいる 154 

AI が製品・サービスの主要な価値・機能の中核になっている 97 

小計 251 

 

回答は、顧客向け製品・サービスへの AI実装状況に基づき、「AI事業実装初期層（初期層）」と

「AI事業実装本格化層（本格化層）」に分類した。これらの呼称は顧客向け製品・サービスへの AI

実装状況を表すものであり、AI ガバナンスの成熟度を示すものではない。なお、「AI を組み込んだ製品・

サービスはない」と回答した 140件については、比較対象から除外し、分析対象は 960件とした。両層

の比較には、次の方法を用いた。 

 

【両層の比較方法】 

初期層と本格化層について、ある設問に対してどの選択肢を選んだかの割合（％）を算出・比較した。

母集団構成等に合わせたウェイトバック集計は行わず、それぞれの層における回答結果をそのままパーセ

ンテージ化して比較・分析している（※）。 

※：複数回答設問では、一人の回答者が複数の選択肢を選択できるため、選択肢別の回答割合の合計が 100％を超える場合がある 
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第 2章：調査結果と分析 

AIの事業実装が進む企業にみる、推進とガバナンスの両輪 

 

分析の結果、本格化層では、経営の関与、責任体制の確立、全社・グループ横断の管理、会議体の

運用、AI ライフサイクル全体を対象としたルール整備、体系的な教育など、多くの項目で、取り組みがよ

り進んだ選択肢を回答する割合が高かった。 

 

この結果からは、AIの事業実装が進む企業では、AIの開発・導入を推進する取り組みだけでなく、そ

れを支えるガバナンスも併せて強化されているという構図が見えてくる。本章では、AI の事業実装を支え

る具体的な取り組みと、本格化層においても残されている課題を明らかにする。 

  



AI を事業の力に変える企業へ 

8 

2.1 事業実装が進む企業では、推進とガバナンスの双方が強い 

初期層と本格化層の回答割合に大きな差が見られた代表的な項目を整理すると、次のようになる。 

主な取り組み 初期層 本格化層 差 

経営が体制・予算・人員の確保を含めて主導 10.9％ 41.3％ ＋30.4

ポイント 

経営が AI活用推進だけでなく、リスク管理・ガバナンスにも関与 7.8％ 33.7％ ＋25.9

ポイント 

専門組織・会議体があり、責任・権限・意思決定プロセスまで明

確 

7.8％ 34.6％ ＋26.8

ポイント 

本社・親会社が各社・各部門の運用状況まで継続的に管理・

監督 

7.4％ 34.1％ ＋26.7

ポイント 

経営層を含む定期的な場で、推進・リスク・規制対応を継続的

に議論 

9.4％ 36.2％ ＋26.8

ポイント 

リリース後のモニタリング、インシデント対応、定期的な見直しまで

ルール化 

5.0％ 27.1％ ＋22.1

ポイント 

関係部門向けのルール・ガイドライン教育を定期的・体系的に実

施 

19.8％ 46.8％ ＋27 ポ

イント 

 

本格化層では、経営の関与、責任体制の確立、全社・グループ横断の管理、会議体の運用、リリース

後を含むルールの整備、体系的な教育など、幅広い項目で取り組みがより進んだ選択肢を回答する割

合が高かった。 

 

その特徴は、AI の開発・導入を拡大していることだけではない。経営が方針を示し、必要な予算や人員

を確保するとともに、責任体制や意思決定の仕組みを整え、AI の開発・導入に関する進捗やリスクを継

続的に確認している。さらに、ルールや教育を通じて、こうした取り組みを組織に定着させようとしている。 

 

この結果から、本格化層では、AI の活用を推進する「アクセル」と、そのリスクを適切に管理する「ガバナン

ス」の双方を併せて強化する傾向が確認できる。AI の事業実装を持続的に進める上では、推進とガバ

ナンスのいずれか一方ではなく、両者を連動させて取り組むことが重要であると考えられる。 
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2.2 経営のコミットメントは、方針表明にとどまらず、資源配分・継続的関与に及ぶ 

経営トップのコミットメントについて、初期層では、「方針や方向性を示している」が 29.8％、「責任者の

任命や進捗確認を行っている」が 31.2％となっており、経営の関与は方針提示や進捗確認にとどまる回

答が比較的多かった。 

 

これに対し、本格化層では、「経営上の重要テーマとして、体制・予算・人員の確保を含めて主導してい

る」が 41.3％となり、初期層の 10.9％を 30.4 ポイント上回った。 

 

 
 

経営による具体的な関与の内容をみても、本格化層では、次の項目を選択する割合が高かった。 

 

⚫ 定期的に進捗・課題・リスクを確認している：45.6％（初期層 26.4％） 

⚫ 予算・人員・外部専門家などのリソースを確保している：40.8％（初期層 16.9％） 

⚫ AI活用推進だけでなく、AI リスク管理・ガバナンスにも関与している：33.7％（初期層 7.8％） 

⚫ トップ自ら重要な意思決定に関与している：34.9％（初期層 20.1％） 

 

これらの結果から、本格化層における経営のコミットメントは、AI の重要性や方針を示すことにとどまらず、

必要な資源の確保、重要事項の意思決定、進捗・課題・リスクの継続的な確認にまで及ぶ傾向がみら

れる。 

 

一方、「トップ自らが会議体やプロジェクトを主導している」は、初期層 35.5％、本格化層 33.0％であ

り、両者に大きな差はみられなかった。 

 

経営トップが個々の会議やプロジェクトを直接主導すること自体が、事業実装の進展を特徴づけているわ

けではない。むしろ、適切な責任者を置き、必要な資源を配分した上で、経営が重要な意思決定や進

捗・リスクの確認に継続的に関与することが、本格化層にみられる特徴と考えられる。 

41.3%

10.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

AI事業実装本格化層

AI事業実装初期層

経営上の重要テーマとして、体制・予算・人員の確保を含めて主導している
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2.3 重要なのは「器」の分け方より、意思決定と情報循環を機能させることである 

責任・権限・役割分担について、初期層では、「関係部門ごとに個別に対応しており、全社的な役割分

担が明確でない」が 36.5％であったのに対し、本格化層では 10.2％にとどまり、本格化層では全社的

な役割分担がより明確になっている傾向がみられた。 

 

一方、「AI ガバナンスを統括する専門組織・会議体があり、責任・権限・意思決定プロセスまで明確」と

する割合は、初期層の 7.8％に対し、本格化層では 34.6％であった。 

 

 
 

AI ガバナンスの主な担い手についても、本格化層では、次の組織を選択する割合が高かった。 

 

⚫ AI専門組織・AI Office：40.0％（初期層 24.2％） 

⚫ 経営層・経営会議：25.4％（初期層 12.7％） 

⚫ 法務・コンプライアンス部門：27.3％（初期層 16.1％） 

⚫ リスク管理・内部統制部門：23.1％（初期層 15.2％） 

⚫ 品質保証・品質管理部門：20.8％（初期層 11.7％） 

 

これらの結果から、本格化層では、DX・IT・AI部門だけでなく、経営、法務・コンプライアンス、リスク管

理・内部統制、品質保証・品質管理など、複数の部門がガバナンスを担う傾向がみられる。 

 

ただし、体制や会議体の設計については、単純に機能を分離すればよいという結果にはなっていない。

「方針・体制の決定」「推進・実行」「管理・監督」のすべてを別々の体制・会議体が担っている割合は、

初期層の 27.7％に対し、本格化層では 11.4％であった。一方、これらを一つの体制・会議体が担って

いる割合は、初期層 18.0％、本格化層 33.0％であった。 

 

34.6%

7.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

AI事業実装本格化層

AI事業実装初期層

AIガバナンスを統括する専門組織・会議体があり、

責任・権限・意思決定プロセスまで明確
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少なくとも本調査からは、「推進」と「管理・監督」の体制や会議体を分離すること自体が、AI の事業実

装の進展を特徴づけているとはいえない。重要なのは形式的な分離の有無ではなく、それぞれの役割と

責任が明確であり、必要な情報が共有され、適時に意思決定が行われることである。 

 

実際、会議体の運用について、本格化層では、次の項目を選択する割合が高かった。 

 

⚫ 明確なアジェンダに基づき、計画的に議論・意思決定している：38.2％（初期層 15.6％） 

⚫ 方針とプロジェクト計画・予算が連動している：28.1％（初期層 17.8％） 

⚫ リスクや懸念事項を管理・監督の場へ共有・エスカレーションしている：22.5％（初期層

15.7％） 

⚫ ガイドラインの遵守状況を確認し、必要な是正を指示している：20.7％（初期層 13.8％） 

 

したがって、AI ガバナンスを機能させる上では、組織や会議体という「器」を整備するだけでは十分ではな

い。方針や予算を実行へつなぎ、現場で把握したリスクや懸念事項を管理・監督の場へ共有し、その

判断や是正措置を再び実行へ反映するという、意思決定と情報の循環を機能させることが重要であ

る。 

 

2.4 本格化層では、ガバナンスが運用・見直しまで及ぶ 

AI に関するルールや基準について、初期層では、「企画・開発・リリース等のプロセスに沿ったルールや手

順が整備されている」が 40.7％と最も高く、リリース後まで含めた管理よりも、企画・開発・リリースまでの

ルール整備を選択した割合が高かった。 

 

一方、本格化層では、「AI特有のリスクを踏まえたリスク評価・審査基準まで整備されている」が

27.7％、「リリース後のモニタリング、インシデント対応、定期的な見直しまで含めて整備されている」が

27.1％であった。特に、リリース後まで含めてルールを整備している割合は、初期層の 5.0％に対し、本

格化層では 27.1％となり、22.1 ポイント上回った。 

 

27.1%

5.0%
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AI事業実装本格化層

AI事業実装初期層

リリース後まで含めてルールを整備している
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AIは、リリース時点で品質やリスクを確認すれば管理が完了するとは限らない。運用開始後も、利用環

境やデータ、モデルなどの変化によって、性能やリスクが変化する可能性がある。今回の結果から、本格化

層では、企画・開発・リリース時のルールや審査にとどまらず、運用中のモニタリング、インシデント対応、定

期的な見直しまでを管理対象とする傾向がみられる。 

 

外部の規格・ガイドラインの活用についても、本格化層では、情報収集や参考情報としての確認にとどま

らず、自社のルール、プロセス、教育、監査などへ継続的に反映している割合が高かった。 

 

ルール・プロセス・教育・監査等に継続的に反映している規格等 初期層 本格化層 

AI事業者ガイドライン 9.6％ 41.7％ 

ISO/IEC 42001 9.9％ 38.2％ 

NIST AI RMF 1.0 9.3％ 37.4％ 

 

教育についても、本格化層では、AI開発者、AI ガバナンス・リスク管理担当者、法務・コンプライアンス・

リスク管理部門、経営層・管理職、関係部門のいずれを対象とした教育でも、「定期的・体系的なプログ

ラムとして実施している」とする割合が 43～47％程度であった。これに対し、初期層では 18～23％程

度にとどまり、必要が生じた都度の個別実施や、不定期の実施を選択する割合が高かった。 

 

AI ガバナンスを実際に機能させるには、ルールを整備するだけでなく、関係者がそれぞれの役割に応じて、

ルールの趣旨や具体的な判断基準を理解する必要がある。外部基準を自社の仕組みに継続的に反映

し、役割に応じた教育を体系的に行うことは、AI ガバナンスを個別対応ではなく、組織として継続的に

実践できる能力として定着させる上で重要と考えられる。 

 

 

2.5 本格化層でも、仕組みを実行へつなぐ運用には改善の余地がある 

本格化層は、多くの項目で、初期層よりも取り組みが進んだ選択肢を回答する割合が高かった。一方

で、整備された方針やルール、会議体を、個々の AI プロジェクトの実行や継続的な改善へ結びつける取

り組みは、本格化層においても広く定着しているとはいえない。 

 

例えば、ガバナンスを実行へつなぐ取り組みについて、本格化層における回答割合は、次のとおりであっ

た。 
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⚫ 方針とプロジェクト計画・予算が連動している：28.1％ 

⚫ リスクや懸念事項を管理・監督の場へ共有・エスカレーションしている：22.5％ 

⚫ ガイドラインの遵守状況を確認し、必要な是正を指示している：20.7％ 

⚫ リリース後のモニタリング、インシデント対応、定期的な見直しまでルール化している：27.1％ 

 

これらの取り組みは、いずれも初期層より本格化層で回答割合が高く、事業実装の進展とともに取り組

みが進む傾向がみられる。ただし、本格化層でも回答割合は 2～3割程度であり、経営方針やルールを

プロジェクトの計画・予算へ反映し、現場で把握したリスクを意思決定の場へつなぎ、遵守状況の確認や

是正、リリース後の見直しまで継続的に行う運用が、広く定着しているとはいえない。 

 

以上から、本格化層では、経営の関与や責任体制、ライフサイクルを通じたルール、体系的な教育などの

取り組みが進んでいる一方、それらを個々の AI プロジェクトの計画・予算、リスク情報の共有、是正措置

へ結びつける運用には、なお改善の余地がある。今後は、ガバナンスの仕組みを整備するだけでなく、AI

の企画・開発・導入・運用における日常的な意思決定へ組み込んでいくことが重要となる。  
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第 3章：AI の事業実装を前に進めるガバナンスへの提言 

3.1 AIの事業実装本格化を見据え、ガバナンスの準備を始める 

本調査では、本格化層ほど、経営の関与、責任体制の確立、会議体の運用、ライフサイクルを通じたル

ール整備、体系的な教育など、幅広い項目で取り組みが進んだ選択肢を回答する割合が高かった。 

 

AI の事業実装が進めば、対象となる製品・サービスや関係部門が増え、品質、法規制、セキュリティ、説

明責任などの問題に、個別案件ごとの対応だけでは適切な管理が難しくなる。その結果、経営の関与、

責任・役割の明確化、判断基準の明確化、審査・相談体制の整備、リリース後の継続的な管理など、

組織的なガバナンスが必要になる。 

 

したがって、AI の事業実装を今後本格化させようとする企業にとって、こうしたガバナンスの仕組みは活用

が進んだ後に初めて検討すればよいものではない。事業実装が拡大してから仕組みを整えようとすると、

案件ごとに判断が分かれる、問題の相談先が分からない、審査や承認が滞る、リリース後の管理が行き

届かない、といった事態が生じ、かえって AI活用の停滞を招く可能性がある。 

 

一方、責任者、判断基準、審査・相談ルートなどの最低限の仕組みがあらかじめ整っていれば、現場

は「誰に相談すればよいか」「どの条件を満たせば実行できるか」を判断しやすくなる。適切に設計され

たガバナンスは、AI活用を制限するだけのものではなく、不確実性を減らし、企業が許容するリスクの範

囲内で事業実装を進めるための基盤となり得る。 

 

もっとも、最初から完成度の高い制度や大がかりな体制を構築する必要はない。まずは経営方針と責任

者を定め、AI案件を把握し、相談・審査・エスカレーションの基本的なルートを整える。その上で、AI

の事業実装の進展に合わせてルールや体制を拡充し、運用から得られた知見を次の活用とガバナンスの

改善へ反映していくことが重要である。 

 

3.2 経営は方針表明ではなく、判断と資源配分を担う 

本格化層では、「経営上の重要テーマとして、体制・予算・人員の確保を含めて主導している」とする割

合が、初期層を大きく上回った。また、進捗・課題・リスクの定期的な確認や、AI活用推進だけでなくリス

ク管理・ガバナンスへの関与についても、本格化層で回答割合が高かった。 

 

この結果が示唆するのは、経営の役割は「AI を活用する」という方針を掲げることだけではないというこ

とである。経営には、少なくとも次の事項について判断することが求められる。 

 

⚫ AI によって、どのような事業価値を実現するのか 

⚫ どのようなリスクは許容し、どのような事態は回避するのか 
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⚫ どの領域・案件を優先し、予算や人員を配分するのか 

⚫ どのような問題を経営判断の対象とするのか 

⚫ どのような指標によって、成果とリスクを継続的に確認するのか 

 

経営トップが個々の会議やプロジェクトを直接主導する必要はない。適切な責任者へ権限を委ね、必要

な資源を確保した上で、重要な判断やリスクの確認に継続的に関与することが重要である。 

 

3.3 組織の形にとらわれすぎず、意思決定と情報の流れに目を向ける 

本格化層では、AI ガバナンスを統括する専門組織・会議体があり、責任・権限・意思決定プロセスまで

明確に定めている割合が、初期層を大きく上回った。 

 

一方、本調査からは、「方針・体制の決定」「推進・実行」「管理・監督」を別々の組織や会議体に分け

ることが、事業実装の進展に必ずしも結びつくとはいえない。重要なのは組織図や会議体の数ではなく、

必要な判断と情報共有が適時に行われることである。 

 

そのため、体制を設計する際には、次の役割を明確にする必要がある。 

 

⚫ AI案件を提案し、利用目的と期待効果を明確にする主体 

⚫ 技術、品質、法務、セキュリティなどのリスクを評価する主体 

⚫ 開発・リリース・継続・停止を判断する主体 

⚫ リリース後の性能や問題事象を監視する主体 

⚫ 重大なリスクや判断困難な事項を経営へ報告する主体 

 

また、経営方針をプロジェクトの計画・予算へ反映し、現場で把握したリスクや懸念事項を管理・監督の

場へ共有し、その判断や是正措置を再び現場へ戻すという循環が必要である。形式的に組織や会議体

を整えるのではなく、「誰が、どの情報に基づき、いつまでに、何を判断するのか」を明確にすることが、

機能するガバナンスの中心となる。 

 

3.4 リスクに応じた管理を、AIのライフサイクルへ組み込む 

本格化層では、リリース後のモニタリング、インシデント対応、定期的な見直しまでルール化している割合

が、初期層を大きく上回った。 

 

AIは、リリース時に品質やリスクを確認すれば管理が完了するとは限らない。利用環境、入力データ、モ

デル、外部サービス、法規制などの変化によって、運用開始後に性能やリスクが変化する可能性がある。 
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よって、ガバナンスは企画・開発時の審査だけでなく、次のような一連のプロセスへ組み込む必要がある。 

 

1. AI案件と利用目的の把握 

2. 影響度・リスクに応じた案件分類 

3. 必要な評価・審査・承認の決定 

4. 開発・テスト結果と残存リスクの確認 

5. リリース後の性能・苦情・問題事象の監視 

6. インシデントへの対応とエスカレーション 

7. モデルや利用方法の変更に伴う再評価 

8. 運用実績を踏まえたルール・判断基準の見直し 

 

ただし、すべての AI案件に同じ水準の審査や文書化を求めれば、現場の負担が増え、ガバナンスが事

業実装の遅延要因になりかねない。顧客や社会への影響度、AI が関与する判断の重要度、取り扱うデ

ータの機密性、誤作動時の影響の大きさなどに応じて、審査・承認・監視の水準を変えるリスクベースの

運用が必要である。 

 

低リスクの案件には簡易な手続きを適用し、高リスクの案件には専門的な評価や経営判断を求める。こ

のように「安全に進めるための標準ルート」を示すことが、ガバナンスと開発スピードを両立させる上で重

要となる。 

 

3.5 外部基準と教育を、日常の判断へ結びつける 

本格化層では、AI事業者ガイドライン、ISO/IEC 42001、NIST AI RMF1.0などの外部基準を、情

報収集の枠を超えて、自社のルール、プロセス、教育、監査などへ継続的に反映している割合が高かっ

た。 

 

外部の規格やガイドラインは、参照するだけではガバナンスとして機能しない。自社の事業、製品、組織、

リスク特性に合わせて、次のような具体的な仕組みへ置き換える必要がある。 

 

⚫ AI案件の申請・登録項目 

⚫ リスク評価基準 

⚫ 審査・承認条件 

⚫ 開発・テスト時の確認事項 

⚫ リリース判定基準 

⚫ モニタリング指標 

⚫ インシデント報告基準 

⚫ 監査・定期見直しの手順 
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教育についても、全員に同じ知識を伝えるだけでは十分ではない。経営層には事業機会と重大リスク、

事業部門には利用目的と業務上の統制、開発者には技術・品質・安全性、法務・リスク管理部門には

規制・審査・牽制など、それぞれの役割に応じた内容が必要である。 

 

さらに、教育を単発の研修で終わらせず、実際の案件やインシデント、審査・判断の事例を教材として継

続的に更新することで、ガバナンスを組織の実践能力として定着させることができる。 

 

3.6 段階的に構築し、運用を通じて高度化する 

AI ガバナンスは、最初から完成度の高い制度や大がかりな体制を目指す必要はない。企業の AI活用

状況やリスクに応じて、段階的に構築することが現実的である。 

 

第 1段階：最低限の判断基盤を整える 

⚫ AI に関する経営方針と責任者を定める 

⚫ 利用中・開発中の AI案件を把握する 

⚫ AI案件のリスクに応じた判断基準を設ける 

⚫ 相談・審査・エスカレーションの窓口を明確にする 

 

第 2段階：個別案件の実行プロセスへ組み込む 

⚫ 方針をプロジェクト計画・予算へ反映する 

⚫ リスクに応じた審査・承認プロセスを設ける 

⚫ リリース後のモニタリングとインシデント対応を整備する 

⚫ 関係者の役割に応じた教育を体系的に実施する 

 

第 3段階：運用結果を全社的な改善・展開へつなげる 

⚫ プロジェクトの成果とリスクを経営が定期的に確認する 

⚫ インシデントや審査・判断の事例を蓄積・共有する 

⚫ ルール、評価基準、教育内容を継続的に見直す 

⚫ グループ会社や海外拠点を含む共通基盤へ展開する 

 

重要なのは、制度の完成度そのものを目的としないことである。AI案件を安全かつ円滑に進められて

いるか、重大な問題を早期に把握できているか、判断に必要な情報が適切な責任者へ届いているかとい

う観点から、ガバナンスの有効性を継続的に確認していくことが重要である。 
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第４章：総括：AI を事業の力に変えるガバナンスへ 

本調査から、本格化層では、経営による資源配分と継続的な関与、責任・意思決定プロセスの明確

化、ライフサイクルを通じたルール整備、外部基準の実務への反映、体系的な教育が、AI の事業実装と

併存する傾向が確認された。 

 

これは、ガバナンスを強化すれば AI活用が進むという因果関係を直接示すものではない。しかし、少なく

とも、AIの事業実装を本格化・継続する上では、個別案件ごとの対応を越えた経営・組織・運用上

の基盤が重要になることを示唆している。 

 

AI を継続的に事業の力へ変えていくためには、AI の活用を推進する「アクセル」と、その不確実性を適切

に管理する「ガバナンス」を両輪として機能させる必要がある。AI ガバナンスは、AI活用を抑えるための

「ブレーキ」ではない。進めてよい範囲、慎重な判断を要するケース、問題が生じた場合の対応などを明確

にすることによって、企業が過度に萎縮することなく、新たな AI活用へ挑戦するための基盤となる。 

 

AI活用が進んでからガバナンスを整えるのでも、ガバナンスを完成させてから AI活用を始めるのでもな

い。事業実装の進展に合わせて必要な仕組みを整え、運用から得られた知見を次の活用へ反映する。

この循環をつくることが、AI を持続的な事業価値へつなげる上で重要である。 

 

そのためには、経営が AI をどのように事業へ生かすのかという方針を示し、それを事業計画や予算、人員

配置へ反映するとともに、AI の事業実装の状況とリスクを継続的に把握する必要がある。さらに、経営、

事業部門、開発部門、管理部門が連携し、必要な意思決定、是正、資源配分を行うところまで、仕組

みを実際に「回す」ことが求められる。 
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調査概要 

 

項目 内容 

調査対象 自社製品・サービスへの AI搭載・開発を実施または検討し、その企画・開発・品質管理・運

用・リスク管理等に関与するビジネスパーソン 

年齢 20～69歳 

対象地域 日本全国 

企業規模 従業員 500人以上 

資本形態 日系企業、米国系・欧州系・アジアその他の外資系企業 

除外業種等 農業・林業、漁業、公務、就業していない者等 

有効回答数 1,100件 

調査期間 2026年 6月 18日～6月 22日 

調査方法 ウェブアンケート 

調査主体 ニュートン・コンサルティング株式会社 

（アンケート実施：株式会社クロス・マーケティング） 

 

対象者の選定に当たっては、単に社内業務で生成 AI等を利用しているだけではなく、次の両方の条件

を満たす回答者を対象とした。 

 

⚫ AI を搭載した自社製品・サービスを既に外部へ提供している、または AI搭載に向けた開発・実証

実験を進めている 

⚫ AI に関する企画・方針、開発・実装、品質管理・検証、運用・保守、リスク評価・審査・承認のい

ずれかに関与している 

 

したがって、本調査は、一般的な社内での生成 AI利用ではなく、顧客に提供する製品・サービスへの

AI の事業実装と、それを支えるガバナンスを主な対象としている。 

 

有効回答 1,100件の内訳は、日系企業 850件、外資系企業 250件である。資本形態と従業員

規模を組み合わせ、次の割付で回答を収集した。 
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従業員規模 日系企業 外資系企業 合計 

500～999人 250 75 325 

1,000～2,999人 150 75 225 

3,000～4,999人 225 50 275 

5,000人以上 225 50 275 

合計 850 250 1,100 

 

なお、この割付は、一定数の回答を各区分から確保することを目的としたものであり、日本国内の企業数

や従業者数の構成比を再現したものではない。したがって、全体集計値を国内企業全体の普及率として

解釈することは適切ではない。また、本調査では企業を識別する情報を取得していないため、複数の回

答者が同一企業に所属している可能性を排除できない。 
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会社案内 

 

【ニュートン・コンサルティング株式会社 概要】 

https://www.newton-consulting.co.jp/ 

社名  ：ニュートン・コンサルティング株式会社 

所在地 ：東京都千代田区麹町 1-7 相互半蔵門ビルディング 5F 

設立  ：2006 年 11 月 13 日 

資本金 ：30,000,000 円（2025 年 12 月末現在） 

代表者 ：代表取締役社長 副島 一也 

事業内容：リスクマネジメントに関わるコンサルティング 

 

 

【主なサービス】 

リスクとセキュリティ専門のコンサルティング会社として、リスクマネジメントの観点から AI/デジタルガバナンスをサポート

するサービスを提供しています。以下はサービスの一例です。 

・ AI リスクガバナンス構築・評価・改善支援サービス 

・ デジタルガバナンス構築支援サービス 

・ IT ガバナンス構築サービス 

・ AI マネジメントシステム（ISO/IEC42001）構築支援サービス 

・ EU AI 法（高リスク AI）対応支援サービス 

・ ERM 構築/再構築・改善サービス 

 

 本調査は、ニュートン・コンサルティング株式会社が、企業や公的機関におけるリスク管理の推進を

支援することを目的として、自主的な活動として行っているものです。 

 本アンケート調査の生データは提供いたしかねます。 

 本報告書の著作権は、ニュートン・コンサルティング株式会社が保有します。 

 内容の一部を転載・引用される場合には、出典として当社名称「ニュートン・コンサルティング株式

会社」および調査レポートの名称「AI を事業の力に変える企業へ」を併記した上で、当社までお

知らせください。 

（E メール：info@newton-consulting.co.jp） 

 以下の行為はご遠慮ください。 

- データの一部または全部を改変すること 

- 本報告書を販売・出版すること 

- 出典を明記せずに転載・引用を行うこと 

https://www.google.com/url?q=https://www.newton-consulting.co.jp/&sa=D&source=docs&ust=1686541335898309&usg=AOvVaw3nIGj4iAY4xmb-04rPbHPU
https://www.newton-consulting.co.jp/solution/dx/ai_risk_governance.html
https://www.newton-consulting.co.jp/solution/dx/gov_drm.html
https://www.newton-consulting.co.jp/solution/dx/it_governance_construction.html
https://www.newton-consulting.co.jp/solution/dx/iso-iec42001_ai_management-system.html
https://www.newton-consulting.co.jp/solution/dx/eu_ai_act.html
https://www.newton-consulting.co.jp/solution/erm/erm.html
mailto:info@newton-consulting.co.jp
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問い合わせ先および作成者 

ニュートン・コンサルティング株式会社 

取締役副社長 兼 プリンシパルコンサルタント 

勝俣 良介 

 

TEL: 03-3239-9209 

FAX: 03-5913-9950 

Mail: info@newton-consulting.co.jp 

HP: https://www.newton-consulting.co.jp/ 
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